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序序序序                    文文文文 

 

ガーナ共和国における近年の急速なコメ消費の拡大とコメの輸入増大を背景に、日本国政府は

ガーナ共和国政府からの要請を受け、2009 年 7 月より天水稲作普及振興のための「天水稲作持続

的開発プロジェクト」を 5 年間の計画で実施しています。 

今般、同プロジェクトの協力期間終了を目前に控え、協力期間中の成果と実績を振り返るとと

もに、今後の取り組みを整理するべく、評価 5 項目の観点からの評価を実施し、プロジェクト実

施関係者と協議を行うための終了時評価調査団を 2014 年 1 月 13 日から 29 日にかけて派遣いた

しました。 

本調査団はガーナ共和国政府側評価調査団と合同評価チームを結成し、評価結果を合同評価報

告書に取りまとめ、合同運営委員会に提出するとともに、ガーナ共和国政府側関係者とプロジェ

クトの今後の方向性について協議し、その結果をミニッツ（M/M）として取り交わしました。 

本報告書はこうした一連の調査並びに協議の結果を取りまとめたものであり、プロジェクトに

係る今後の協力の方向性の検討にあたり広く関係者に活用され、ひいては日本国・ガーナ共和国

両国の一層の協力関係の推進に寄与することを願うものです。 

ここに、本調査にご協力いただいた内外関係各位に深く感謝申し上げるとともに、引き続き一

層のご支援をお願いする次第です。 

 

平成 26 年 2 月 

 

独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構独立行政法人国際協力機構 

ガーナ事務所長    牧野牧野牧野牧野    耕司耕司耕司耕司 
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普及員及び農民からの聞き取り 
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ノーザン州農業局における協議 

  

プロジェクト運営委員会における評価結果 
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１．案件の概要 

国 名：ガーナ共和国 

案件名： 

（和）天水稲作持続的開発プロジェクト 

（英）Sustainable Development of Rain-fed Lowland Rice 

Production Project 

分野：農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：独立行政法人国際協力機構ガ

ーナ事務所 
協力金額（評価時点）：6億円 

協力期間 
（R/D）：2009年7月～2014年7月 

先方関係機関：食糧農業省（Ministry of Food and 

Agriculture：MoFA）作物サービス局（Directorate of Crop 

Services：DCS） 

（延長）：2014年7月～12月（予

定） 
日本側協力機関：特になし 

 
他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）において、コメはメイズに次ぐ高い生産量がある第

二の穀物であり、消費量も都市部を中心として大幅な増加傾向にある。食糧農業省（Ministry of 

Food and Agriculture：MoFA）の｢第2期食糧･農業セクター開発政策（Food and Agriculture Sector 

Development Policy：FASDEPⅡ）｣で、食糧安全保障を政策のひとつに掲げ、メイズやコメなど6

品目を選択し、その自給率向上を推し進めている。ガーナにおけるコメの消費は1990年代半ば

に20～30万tであったものが、2009年には65万tと倍以上に達しているが、ガーナのコメの消費に

国産米の占める割合は約30％程度であり、市場競争力を有する国産米の生産体制確立はガーナ

政府にとって喫緊の課題となっている。 

ガーナは、かかるコメ生産・流通の構造的な課題を踏まえ、国産米振興に資するマスタープ

ラン策定をわが国に要請し、JICAは開発調査｢コメ総合生産・販売計画調査｣（2005～2008年）

を実施した。同調査では、ガーナの稲作経営を①灌漑稲作、②半集約的低湿地天水稲作、③低

投入型畑地天水稲作の3つに類型したうえで、①市場指向型コメ増産プログラム、②天水稲作推

進プログラム、③貧困稲作農家支援プログラムの総合開発プログラムを策定した。ガーナは、

国産米の約80％は低湿地で半集約的に生産されていること、不安定な営農に依存する稲作農家

への支援を通して貧困削減への大きなインパクトを期待できることから、天水稲作推進プログ

ラムを優先的に実施することとし、その中核案件として本プロジェクトをわが国に要請した。

これを受けJICAは、2009年6月にガーナ政府と討議議事録（Record of Discussions：R/D）を署名

し、天水栽培作物の技術指導・普及を所管する食糧農業省作物サービス局（DCS）をカウンタ

ーパートとして、2009年7月より5年間の計画で本プロジェクトを開始した。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、ガーナにおける天水稲作の持続的発展のために、食糧農業省作物サービ
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ス局（DCS）並びに各州及び郡の農業普及員が、ノーザン及びアシャンティの2州計9郡におい

て、天水稲作農家に対する稲作テクニカルパッケージの導入や普及関係者への普及計画の策定

利用推進を通じて、栽培技術の向上と生産性の増大、コメの品質向上、マーケットアクセスへ

の改善、並びに農業普及の計画策定と実施能力の強化を図るものである。 

 

（1）上位目標 

対象地域での天水稲作の生産性及び収益性が向上する。 

 

（2）プロジェクト目標 

対象地域において「持続的天水稲作開発モデル」の普及が促進される。 

 

（3）成 果 

1．天水稲作の改良技術パッケージが確立される。 

2．天水稲作における営農支援システムの改善策が明らかになる。 

3．持続的天水稲作開発のための普及方法が確立される。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側：総投入額 6億円 

長期専門家派遣 175人月 機材供与 3,200万円 

短期専門家派遣 16.5人月 ローカルコスト負担 1億900万円 

研修員受入 64名 その他 2,200万円 

相手国側： 

カウンターパート配置 29名 機材購入 なし 

土地・施設提供 プロジェクトオフィス等 ローカルコスト負担 129万1,000GHS 

その他 

 

２．評価調査団の概要 

 調査者 

（1）日本側メンバー 

 担当業務 氏 名 職 位 

1 団長 相川 次郎 JICA国際協力専門員 

2 団員（評価分析） 十津川 淳 
コンサルタント、佐野総合企

画株式会社 

3 団員（計画管理 1） 杉山 吉信 JICAガーナ事務所企画調査員 

4 団員（計画管理 2） Joseph I. Mensah JICAガーナ事務所現地職員 
 

 

 

（2）ガーナ側メンバー 

 担当業務 氏 名 職 位 

1 団長 A. R. Z. Salifu 食糧農業省官房局副局長 
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2 団員（土壌肥沃度） A. Manu Addae 
食糧農業省作物サービス局

副局長 

3 団員（農業経済） 
Richard Twumasi 

-Ankrah 

食糧農業省作物サービス局

副局長 

4 
団員（モニタリング

評価） 
Richard Assan Donkoh 

食糧農業省政策立案・モニタ

リ ン グ ・ 評 価 局 （ Policy 

Planning Monitoring and 

Evaluation Directorate ：

PPMED）副局長 

5 団員（調整監理） Al-Hassan Imoro 
食糧農業省作物サービス局

コメ担当者 

6 
団員（アシャンティ

州農業局） 
Eric Fofie 

食糧農業省アシャンティ州

農業局モニタリング評価ユ

ニット上級職員 

7 
団員（ノーザン州農

業局） 
Langkuu Festus Aaron 

食糧農業省ノーザン州農業

局モニタリング評価ユニッ

ト上級職員 
 

調査期間  2014年1月13日〜1月29日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

コメ栽培に係る改良技術パッケージ、営農支援システム、普及方法の3分野から成る「持続的

天水稲作開発モデル」は完成に向けて作業が進められている。また、多くの農家がプロジェク

トの推奨技術を受け入れ始めており、終了時評価時点においてアシャンティ州83％、ノーザン

州36％の適用率を示している。郡レベルでの普及計画も既に対象郡で作成済みであり、今後は

これら郡レベルでの計画を基礎としながら、州全体としての計画を作成することとなる。 

2012年2月に行われた中間レビューにおいて、プロジェクトは調査団より、技術の類型化、営

農支援を通じた収益性の確認、普及手法と教材の整理充実、研修マテリアルのビジュアル化、

プロジェクトの進捗モニタリング評価の強化、積極的な広報の実践、出口戦略の検討、地方分

権化に関する視点などの点に関する指摘を受けたが、プロジェクトによる中間レビュー以降の

これら指摘への対応は以下のとおりであった。 

    

① 技術の類型化については中間レビューの技術評価で既に分類のとおり、栽培技術につい

て、種子準備、作付け、施肥、除草、圃場管理、収穫のそれぞれの技術カテゴリーに即

して類型化が進められた。特に類型化の重要な要素である移植と直播に加え、耕地整備

に関しても、それぞれの環境に適した技術となるよう類型化が進められた。 

② 営農支援を通じた収益性の確認に関しては、プロジェクト対象地域2郡においてコメ品質

改善フォーラムが設置され、バリューチェーン形成による収益モデルづくりに対する取

り組みが行われた。担当する専門家の予期せぬ帰国やその後の専門家派遣の遅延により、
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フォーラム形成に関する活動は停滞した。このためプロジェクトでは活動の最終段階に

おいて農家の収入向上に係るアプローチをコメ品質改善フォーラムからプロジェクトチ

ームによる農家への直接のマーケティング支援へと変更し、農家の能力強化が図られる

こととなった。 

③ 普及手法と教材に関しては、プロジェクト活動を通じて実践された普及のプロセスは指

導者研修、合同研修、オンサイト研修及びフィールドトリップの4段階に整理され、その

具体的な内容はカテゴリー分けされ、具体的な活用方法が分かりやすく整理されたうえ

で相手側に提供された。 

④ 研修マテリアルのビジュアル化に関しては、プロジェクトは写真や絵を使った教材を積

極的に取り入れ活用してきた。あわせて普及ビデオなども作成し普及員が分かりやすい

指導ができるよう作業を進めており、これらはプロジェクトの成果品のなかにも十分に

反映されている。 

⑤ 活動の進捗モニタリングや評価の体制としては、プロジェクトでは州のカウンターパー

トを中心に、各郡の巡回指導並びに農家とのミーティングを通じたモニタリングを実施

するとともに、四半期ごとのレビューミーティングを定例化し、モニタリングの結果を

もとに、普及員に不足している技術のフォローアップ研修等を実施してきた。 

⑥ プロジェクトでは、その成果を広く波及させるための戦略の一環としての広報への取り

組みを積極的に行ってきており、JICAガーナ事務所や本部をベースとしたニュースレタ

ーや展示、PRのほか、ガーナ各地域で行われるイベントにも積極的に参加し、プロジェ

クトの成果は新聞やウェブサイト等のメディアを通じて紹介された。 

⑦ 出口戦略については、ガーナ側のイニシアティブの下で、現行プロジェクトの成果の活

用とアップスケールを焦点とし、ここでは改良技術パッケージ、営農、普及の3コンポー

ネントに加え、地方分権化によって今後公共サービスの中心的役割を担うことになる郡

の行政官のキャパシティディベロップメントを4つ目のコンポーネントとする戦略書が

策定されており、今後の具体的な進展が期待されている。 

⑧ 地方分権化に関する視点に関しては、プロジェクト終了の１年半前よりガーナ財務省か

ら郡レベルの地方自治体に対し直接予算が支出されるようになっており、予算措置の遅

延や計画執行ができないなどの課題はみられるものの、プロジェクトもこうした方向性

を常に意識してプロジェクト活動を地方政府予算と連携させるべく活動が実施された。 

    

これらプロジェクトの取り組みを踏まえ、終了時評価における成果の達成状況は以下のとお

りとなった。 

    

成果1： 天水稲作の改良技術パッケージが確立される 

プロジェクトが提示・推奨してきた技術は技術パッケージとして広く農民に受け入れられ

ており、既に大幅な生産増の効果がみられており、達成度は「高い」。 

 

成果2： 天水稲作における営農支援システムの改善策が明らかになる。 

プロジェクト対象農家では栽培暦の導入やアクションプランの活用が進んでおり、営農支

援システムに係る活動は一定の進捗をみせている。他方で、品質米改良フォーラムについて
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は、担当する長期専門家派遣の大幅な遅れにより、その設置と本格的な活動が遅れている。

営農手帳も活用度は芳しくない状況にあるため、現在、短期専門家による改訂が進められて

いるところである。こうしたことから達成度は「中程度」である。 

 

成果3： 持続的天水稲作開発のための普及方法が確立される。 

プロジェクトでは指導者研修、ガイダンス、フォローアップ研修、現場研修といった各段

階を踏む「カスケード方式」による技術研修を採用し、これを反復して実施することによっ

て関係者の知識、技術の定着が促された。一方で、稲作普及ガイドラインについては、作成

作業が遅れており、ガイドラインの有効性を検証する時間を確保すべく作業が急ピッチで進

められている状況にある。こうしたことから、達成度は「おおむね高い」と判断される。 

こうしたことから、プロジェクト目標の達成度は「おおむね高い」と判断される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

    

ガーナにとって国内のコメ生産を増大させることは農業政策の重要なコンポーネントと

して位置づけられており、天水稲作の普及促進は同国の政策・開発計画に整合した取り組

みと判断できる。また、日本の対ガーナ国別援助方針では、援助重点分野として「農業（稲

作）」支援を掲げており、日本の援助計画にも整合している。またプロジェクトの活動はタ

ーゲットグループのニーズ、プロジェクト対象地選定の適切性、日本の技術の優位性とい

った観点からも高い整合性が確認されており、本プロジェクトの妥当性は高いと判断され

る。 

 

（2）有効性 

本プロジェクト目標の達成度は「おおむね高い」。 

    

実績の確認で述べたとおり、成果については、成果1が「高い」と評価された一方、成果

2や3は進捗の遅れ等から「中程度」もしくは「おおむね高い」と評価され、総体としては

「おおむね高い」といえる。 

アウトプットとプロジェクト目標間のロジック（の適切性）に関しては、プロジェクト

目標である、「対象地域において「持続的天水稲作開発モデル」の普及が促進される」につ

いて、天水稲作の改良技術パッケージの確立、営農支援システムの改善策の確立、普及方

法の確立という3本柱でアプローチしており、3つのアプローチが総合してプロジェクト目

標に寄与する構造が適切に確保されている。 

 

（3）効率性 

本プロジェクトの効率性は高い。 

    

日本側の人的投入においては、営農支援分野に係る長期専門家の投入が計画に比して大
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幅に遅延した。他方、ガーナ側については、専任カウンターパートが州事務所に配置され

るとともに、郡レベルでもプロジェクトに参加する普及員や農業担当者がカウンターパー

トとして明確に特定されるなど、適切な投入が行われた。本プロジェクトの物的投入面に

おいては、車輌のほかコメ生産に必要な各種資機材等に限定されており、成果達成に際し

て適切な投入であった。総じては、効率性の高い投入があったと判断される。 

 

（4）インパクト 

本プロジェクトによる上位目標達成の可能性は十分に見込まれる。 

    

終了時評価時点において、アシャンティ州及びノーザン州におけるデモ・プロット農家

の平均単収は既に良好な結果を示しており、既に目標数値を超えている。また、農家収入

の向上も既に確認されており、今後も同様の傾向が継続される可能性は十分にある。 

プロジェクト活動を通じ、プロジェクト参加農家の家計収入はコメの増産によって増大

しており、プロジェクト非参加農家のおおむね2倍程度の収入を得ることができるようにな

っている。またプロジェクトの実施によってコミュニティの意識に変化が生じており、コ

ミュニティ内での結束感が高まったことなどが報告されている。 

一方、推奨技術のプロジェクト対象地域外への普及については、本プロジェクトの良好

な評判はプロジェクト対象地の近隣コミュニティに広く伝播し始めており、プロジェクト

農家のなかには、近隣コミュニティに技術指導を請われ指導に行った例も散見される。ま

たフランス共和国（以下、「フランス」と記す）支援プロジェクト「コメセクター支援プロ

ジェクト（Rice Sector Support Project：RSSP）」の対象地では、本プロジェクトの技術パッ

ケージが60名の農家で導入され始めており、波及効果は高いといえる。 

 

（5）持続性 

本プロジェクトによる持続性は中程度である。 

    

政策・制度面においては、現在のFASDEPIIや中期農業セクター投資計画（Medium Term 

Agriculture Sector Investment Plan：METASIP）に代表されるように、ガーナ政府は今後もコ

メの国内増産を政策目標として継続して掲げる可能性が高いため、高い持続性を有すると

いえる。 

技術面においては、本プロジェクトではコメ生産に関してシンプルで低投入型の技術の

導入を進めてきた。この技術の平易さに加えて、カウンターパート（Counterpart Personnel：

C/P）の講師としての技術は既に一定レベルに達しており、技術面での持続性は充分担保さ

れていると判断できる。 

一方、今後、他郡に本プロジェクトの成果を波及させていくためには、組織面において

プロジェクト期間中と同様に本件に特化できる州レベルの人員配置が必要であるが、郡レ

ベルにおいては組織面での大きな懸念事項はないものの、現時点ではプロジェクト終了後

の専任カウンターパートの人事は明確には決定されておらず、不安材料となっている。ま

た、普及を左右する最重要ポイントのひとつである活動予算であるが、終了時評価時点に

おいて確約された予算はない。 
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これらを総合すると、プロジェクトの持続性は中程度といえる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

プロジェクトでは、事業の進展に伴い、特に指標に関するPDMの記載を変更しており、

事業実施とモニタリングの調整が適切に行われてきたことが確認された。また、活動から

上位目標までのつながりのロジックについては、クレジット・インカインドへのアクセス

改善など一部実施できなかったものがあるものの、基本的には現状の把握分析、技術の改

善・開発、パイロット地区での実施、マニュアルの作成と対象地区の拡大、普及システム

の確立といった一連のプロセスは、プロジェクトの成果の達成とインパクトの発現に大き

く貢献した。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

プロジェクトでは日本人専門家の個別分野にそれぞれ対応するカウンターパートを専任

のステイタスで配置したため、カウンターパートはプロジェクト業務に集中して取り組む

ことができ、プロジェクトの運営は非常に円滑であった。また日本の見返り資金を活用し

たカウンターパートファンドが2010年から充当されたため、現場活動が円滑化され、特に

普及員のプロジェクト現場での活動を促進させた。さらに本邦研修及び第三国研修はカウ

ンターパートのグッド・プラクティスに関する知見蓄積に貢献したばかりでなく、プロジ

ェクトへの参加意識をさらに高める効果を生んだ。これらは有効性の発現に貢献した。 

さらにプロジェクトでは、ステアリング・コミッティーやテクニカル・コミッティーと

いった定期的なミーティングに加えて、プロジェクト関係者間で頻繁な情報共有を行って

おり、これらを通じたプロジェクト内外との良好なコミュニケーションは、効率性を高め

ることに貢献した。プロジェクトの現場では普及員によって質問票や栽培モニタリングフ

ォーマット等を利用したモニタリング活動が随時行われてきた。現場からの農家データが

膨大にのぼることから、普及員によってはデータ整理に戸惑うケースもみられたが、総じ

てモニタリング体制は機能してきたといえ、こうした点が効率性とインパクトの向上に貢

献した。 

また、プロジェクトによる技術パッケージの普及においては、導入する技術の種類を特

定せず、まずは選択の範囲を充分に確保しつつ柔軟に実践し、その結果を地域特性に生か

したアプローチを実践した。また適用技術の取捨選択をそれぞれの農家自身に委ねること

により、押し付けでない、農家の自主性と自身の判断に立脚した技術の定着・波及を実現

することができた。これらは技術普及における有効性と効率性に寄与している。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

上述のとおり、プロジェクトでは、試行錯誤しながら技術の選抜と開発に努めてきてお

り、先方の期待やプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

及び活動実施計画（Plan of Operation：PO）との関連から、検証しながら普及を図らなけれ

ばならない事情があった。このためプロジェクトでは、めざすべき普及の型（Procedure）
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を決め、この型の修正を図っていくことよりも、検証のステージと実際的な普及を同時並

行的に動かしてきたといえるが、この過程でプロジェクトの活動実施の構造や活動コンポ

ーネントの名称などが分かりにくい状況が生じている。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

営農支援分野の長期専門家の派遣が遅延したため、成果2「営農支援システム改善」の進

捗に影響が及び、有効性、効率性、インパクトの面で阻害要因となった。 

 

３－５ 結 論 

合同評価チームは、プロジェクト目的及びアウトプットに関し、それぞれの指標に照らし合

わせ、妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性の評価5項目に従い評価を行った。その

結果、プロジェクトは2009年7月の開始以来、大きな進捗を遂げていることを確認した。 

プロジェクトは、ガーナ及び日本政府の政策枠組みと受益者ニーズに沿っており、プロジェ

クトの実施体制や普及員並びに受益者の知識・技術に関する評価チームの評価結果は、2014年7

月のプロジェクトの終了までにプロジェクト目的とアウトプットが基本的に達成されるであろ

うことを示している。その一方でプロジェクトを通じて策定されるコメ普及ガイドラインは

2014年の作期の終了時までに検証を完了する必要がある。 

プロジェクトはまだ終了していないが、受益農家の収入増加とこれによる生活向上に反映さ

れる高収量の実現にみられるとおり、そのインパクトは多方面にわたって確認されており、本

プロジェクトの成果は、ガーナ側主導で策定された出口戦略の実施と、プロジェクトを通じて

技術普及のための能力強化が図られた人的資源の全面的な活用によって今後も持続され得るも

のと判断される。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

＜プロジェクト＞ 

（1）普及ガイドラインの最終化 

プロジェクトは、モデルが普及ガイドラインの中で示され、そこには改良技術パッケー

ジと営農支援アプローチも含まれるというコンセプトを採用した。モデルの主な利用者は

農民に技術とアプローチを普及する役割を担う郡農業開発ユニット（District Agriculture 

Development Unit：DADU）である。この構造はプロジェクトの目標を達成するために有用

である。プロジェクトは普及ガイドラインを最終化するとともに、次のコメの収穫期を迎

える前に、その内容がDADUにとって活動の実施に有用なものとなるようにする必要があ

る。 

 

（2）州レベルのコメ普及計画の最終化 

ターゲット郡のコメ普及計画は年を追うごとに開発され更新されてきている。州レベル

における技術的バックアップとモニタリングを担保するためには、州レベルにおけるコメ

普及計画を最終化することが不可欠である。アシャンティ、ノーザン両州における現行の

州コメ普及計画はドラフトの段階であるが、プロジェクトは、これらの計画を最終化させ、

ステークホルダーから承認を得ることが求められる。 



 

ix 

（3）他のターゲット郡におけるコメバリューチェーンの強化改善 

プロジェクトは、最初の試みとしてノーザン州ではタマレのSagnerigu郡とWest Mamprusi

郡、アシャンティ州ではAhafo Ano North郡で品質米改良フォーラムをパイロットとして立

ち上げた。プロジェクトはこれらパイロット事業から得られた経験を統合、単純化し、そ

のプロセスを標準化することが必要である。またこれに続いて、同プロセスを他郡におけ

るバリューチェーン強化のために適用させていくことが必要である。 

 

（4）モデルの有効性の検証 

プロジェクトの最終的なアウトプットとしてのモデルは、2014年の雨期を通じたモデル

の実施によってその有効性が検証されなければならないため、プロジェクトは2014年の雨

期が開始する以前にこれを策定する必要がある。 

 

＜ガーナ側＞ 

（5）出口戦略の実施 

食糧農業省によって策定された出口戦略に示されるような、稲作に関する農家への支援

が中長期にわたって実施される必要がある。合同評価チームは、ガーナ政府側が、関係機

関に必要とされるリソースを提供することによって、この具体的実施のための計画を具現

化するよう提言する。 

 

（6）フォローアップ活動の実施 

プロジェクト及びガーナ側は、プロジェクト対象農家に対し2014年7月までに策定される

予定の普及ガイドラインに基づきフォローアップ活動を実施する必要がある。活動の完了

は、普及ガイドラインの適応性を確認すると同時に、プロジェクトの良好な成果を保証す

ることとなる。このために評価団はプロジェクトメンバーの専門家１名の任期を延長する

ことを提言する。プロジェクト終了後に一連の活動が継続されるよう、ガーナ側は計画策

定、必要な予算及び人的資源の確保を行う必要がある。 

 

＜日本側＞ 

（7）後継案件の協力内容についての検討 

日本政府はガーナ政府より正式に天水稲作に関する後継技術協力案件の要請を受理して

いる。JICAはガーナ側と引き続き協議を行い、案件の枠組みを検討していく。他方で、出

口戦略はガーナ側関係機関によって実施されることが期待されているため、ガーナ食糧農

業省とJICAは後継案件の実施枠組みの中で、どのコンポーネントが次期プロジェクト活動

の対象となり得るのかについて明らかにしていく必要がある。 

 

（8）フォローアップ活動への支援 

2014年7月までに作成される予定の普及ガイドラインに基づき、プロジェクトとガーナ政

府は協力してフォローアップ活動を実施していく必要がある。活動の完了は、普及ガイド

ラインの適応性を確認すると同時に、プロジェクトの良好な成果を保証するために非常に

重要である。このために評価団はプロジェクトメンバーの専門家１名の任期を延長するこ
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とを提言する。 

 

３－７ 教 訓 

本プロジェクトの成果は、天水稲作によるコメ増産とそれによってもたらされた具体的なイ

ンパクトにある。 

プロジェクト成功の要因のひとつに、経験を積んだ専門家の眼による導入技術の選抜が挙げ

られる。収量増加に直結すること、地域の環境に適していること、農家が受け入れ実践できる

ことなどの要素を加味したうえで、例えば、アシャンティ州では条植えと育苗、移植（田植え）、

ノーザン州では水を堰き止めるための畦畔作りと条植えなどを普及した。 

灌漑稲作への支援に関して、JICAは組織的に、あるいは専門家は個人的にカウンターパート

に対し知識を蓄積してきた。これらを通じ培われた経験は、天水稲作分野での技術の取捨選択

に貢献し、一般的な技術を効果的に組み合わせて取り入れることによって増産を実現可能とし

た。ただし、成果の発現には専門家の経験と技量のみならず、相手側カウンターパートの積極

的な関与と貢献が不可欠であった。 

プロジェクトでは、普及された単品の技術に関しては試行錯誤が繰り返され、完成度の高い

推奨技術パッケージが出来上がったと思われる。一方で、普及ガイドライン完成の遅れから、

検証と普及の仕方やタイミングなどに関する教訓がプロジェクトの骨格となる「普及プロセス

の開発」に効果的かつ効率的に生かされてきたかに関しては疑問が残る。こうした点において

は、開始初期の段階で現状と課題を明確にし、プロジェクトの方向性を関係者一同で共有する

ことが重要である。 

 

３－８ フォローアップ状況 

日本政府はガーナ政府より正式に天水稲作に関する後継技術協力案件の要請を受理してお

り、JICAはガーナ側と引き続き協議を行い、案件の枠組みを検討する予定であるが、その一方

で、出口戦略はガーナ側関係機関によって実施されることが見込まれている。こうしたなかで、

ガーナ食糧農業省とJICAは後継案件の実施枠組みの中で、どのコンポーネントが次期プロジェ

クトフェーズの活動の支援対象となり得るのかについて明らかにする必要がある。 
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第１章第１章第１章第１章    終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要終了時評価調査の概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯 

ガーナ共和国（以下、「ガーナ」と記す）においては都市部を中心としたコメ消費の急速な拡

大の一方で、国産米の供給は伸び悩んでおり、国内消費量の約 50％を輸入米に依存せざるを得な

い状況にある。市場競争力を有する国産米の生産・流通体制拡充は、喫緊の課題となっている。

ガーナは、JICA が実施した開発調査「米総合生産・販売計画調査」（2005～2008 年）の結果を踏

まえ、天水稲作推進プログラムを優先的に実施することとし、その中核案件として「天水稲作持

続的開発プロジェクト」の実施をわが国に要請した。これを受け、2009 年 7 月から 2014 年 7 月

まで 5 年間を実施期間として、ガーナ共和国天水稲作持続的開発プロジェクトが開始された。 

本プロジェクトの目標は、「改良技術パッケージ」「営農支援システム」及び「普及方法」から

成る「持続的天水稲作開発モデル」を確立して、天水低湿地を特徴とするプロジェクト対象地域

のコメ生産性及び生産量の増大に寄与することであり、プロジェクトではガーナ中央部のアシャ

ンティ州 4 郡 8 カ所とガーナ北部のノーザン州 3 郡 6 カ所のモデル地区をサイトとし、耕地整備、

播種、施肥、除草他の農業技術から成る「改良技術パッケージ」の開発と普及を推進してきた。

この活動のためにこれまで 5 名の長期専門家（チーフアドバイザー/稲作栽培、耕地整備、栽培技

術、普及、業務調整）が派遣され、食糧農業省アシャンティ州事務所及びノーザン州事務所をカ

ウンターパート（C/P）として技術指導にあたっている。 

プロジェクトは活動開始後 4 年半近くを経過し、改良営農技術の定着による対象農家の大幅な

収量増や所得の増加、これによる裨益農民の生活向上の実現のみならず、周辺農民への改良技術

の波及も生じてきている。 

こうしたなか、プロジェクトの終了を半年後に控え、プロジェクトの成果を測るとともに、プ

ロジェクト終了までの課題を整理し、また既に要請の上がっている後継案件の枠組みの方向性を

探るべく、ガーナ政府・JICA 合同の終了時評価調査団が形成され、2014 年 1 月 13 日から 29 日

の期間で終了時評価調査が実施される運びとなった。 

 

１－２ 調査の目的 

終了時評価の目的は以下のとおりである。 

    

① プロジェクトによるインプット、活動及びプロジェクト目標に対する成果をレビューし、

5 項目評価基準に基づく評価を行う。 

② 評価の結果に基づき、プロジェクト終了までの期間における活動について協議する。 

③ 上記に関するガーナ、日本両者の合意に基づきミニッツに署名する。 

 

１－３ 調査団の構成 

終了時評価調査は、本邦からの調査団員とガーナ政府評価メンバーから成る合同チームによっ

て 2014 年 1 月 13 日から 1 月 29 日の 17 日間（現地調査）にわたり実施された。合同チームメン

バーの構成は、以下のとおりであった。 
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（1）日本側メンバー 

 
担当業務 

（Assignment） 

氏 名 

（Name） 

職 位 

（Present Occupation/ Position） 

1 団長 相川 次郎 JICA 国際協力専門員 

2 団員（評価分析） 十津川 淳 
コンサルタント、佐野総合企画株式

会社 

3 団員（計画管理 1） 杉山 吉信 JICA ガーナ事務所企画調査員 

4 団員（計画管理 2） Joseph I- Mensah JICA ガーナ事務所現地職員 

 

（2）ガーナ側メンバー 

 担当業務 氏 名 職 位 

1 団長 A. R. Z. Salifu 食糧農業省官房局副局長 

2 団員（土壌肥沃度） A. Manu Addae 食糧農業省作物サービス局副局長 

3 団員（農業経済） 
Richard Twumasi 

-Ankrah 
食糧農業省作物サービス局副局長 

4 団員（モニタリング評価） 
Richard Assan 

Donkoh 

食糧農業省政策立案・モニタリン

グ・評価局（PPMED）副局長 

5 団員（調整監理） Al-Hassan Imoro 
食糧農業省作物サービス局コメ担当

者 

6 
団員（アシャンティ州農業

局） 
Eric Fofie 

食糧農業省アシャンティ州農業局モ

ニタリング評価ユニット上級職員 

7 団員（ノーザン州農業局） Langkuu Festus Aaron 
食糧農業省ノーザン州農業局モニタ

リング評価ユニット上級職員 

 

１－４ 調査日程 

調査日程は、付属資料 1 に示されたとおり。 
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第２章第２章第２章第２章    終了時評価の方法終了時評価の方法終了時評価の方法終了時評価の方法 

 

２－１ 評価の手順 

（1）評価の枠組みと評価基準 

本終了時評価調査では、「新 JICA 事業評価ガイドライン」（2010 年 6 月）を指針として、

プロジェクトの実績と実施プロセスを把握し、プロジェクトの妥当性、有効性、効率性、イ

ンパクト、持続性を総合的に検証した。 

 

（1）妥当性 

妥当性は、プロジェクトの上位目標やプロジェクトの目標が、ガーナの政策、日本の対

ガーナ協力方針、ターゲットグループのニーズに合致しているか否か、プロジェクトアプ

ローチとしての適切さ等を評価する。 

 

（2）有効性 

有効性は、プロジェクトによって産出された成果により、どの程度プロジェクト目標が

達成されたのか、あるいは達成が見込まれるのか等を評価する。 

 

（3）効率性 

効率性は、実施過程の中でさまざまな投入がいかに効率的に成果に結びつけられたか、

人的投入、物的投入、研修等の各側面から評価する。 

 

（4）インパクト 

インパクトはプロジェクト実施の結果、起こる影響や変化を評価する視点である。イン

パクトは上位目標に対する影響のほか、直接的・間接的な影響・変化、望ましい、あるい

は望ましくない影響・変化などさまざまな側面が含まれる。 

 

（5）持続性 

持続性は、外部からの支援がなくなった段階でもプロジェクトの便益が持続するかどう

かという視点において評価する。 

 

（2）プロジェクト評価のプロセス 

本評価調査にあたっては、評価グリッドにおいて設定した調査項目/サブ項目への調査・検

討を中心に据えながら、日本・ガーナ合同評価チームによって調査を実施した。現地調査で

は、聞き取り調査対象者に対して従前に質問票への回答依頼を行い、その回答を基礎としな

がらプロジェクトに係る情報の収集を行った。 

    

調査は主に下記の 6 つの側面から構成した。 

① 日本人専門家及びガーナ側 C/P（中央・州・郡）に対する質問票・個別聞き取り調査 

② プロジェクト参加農家・精コメ業者等への聞き取り調査及び実見 

③ その他関係機関に対する聞き取り調査（土壌研究所、作物研究所） 
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④ 他ドナーに対する聞き取り調査〔フランス開発庁（Agence Française de Développement：

AFD）〕 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データの入手方法 

本調査における主要な調査項目は、評価 5 項目に即した表 2-1 の内容である。また、必要な情

報・データについては上述のとおり、多様な関係者への質問票回答依頼、聞き取り調査、並びに

プロジェクトが作成した資料によった。本調査では、これら調査結果を合同評価チームにおいて

協議し、評価 5 項目の観点に基づく評価結果を本調査時のステアリング・コミッティーにおいて

発表、関係者間での合意を得た。 

 

表２－１ 終了時評価の主要な調査項目 

5 項目 サブ項目 

妥当性 

ガーナ政策との整合性 

日本援助方針との整合性 

ターゲットグループ・ニーズ（MoFA、普及員、農家） 

C/P としての妥当性 

ターゲット選定の適切性 

日本の技術の優位性・経験蓄積の有無 

有効性 

プロジェクト目標及び成果達成の見込み 

達成に係る貢献要因 

達成に係る阻害要因 

外部条件の充足 

効率性 

人的投入（日本・ガーナ側） 

物的投入（日本・ガーナ側） 

本邦研修・第三国研修の効果 

調達機材の効果・妥当性 

その他の効率性促進要因 

重複活動の有無 

インパクト 
上位目標達成見通し 

波及効果（政策、組織、制度、財政、社会、経済、環境） 

持続性 

政策面 

技術面 

組織面 

財政面 

社会経済面 

 

２－３ 調査実施上の留意点 

本調査の実施においては PDM 上の指標としては補足されない、農家に生じたインパクトの発

現状況を把握することを試みた。そのためプロジェクトが対象とした全郡を訪問し、プロジェク

ト参加農家からの直接の聞き取り調査の機会を設け、情報収集に努めた。 
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第３章第３章第３章第３章    プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要プロジェクトの概要 

 

３－１ 協力概要 

３－１－１ 上位目標 

対象地域での天水稲作の生産性及び収益性が向上する。 

 

３－１－２ プロジェクト目標 

対象地域において「持続的天水稲作開発モデル」の普及が促進される。 

 

３－１－３ 成 果 

1．天水稲作の改良技術パッケージが確立される。 

2．天水稲作における営農支援システムの改善策が明らかになる。 

3．持続的天水稲作開発のための普及方法が確立される。 

 

３－１－４ 活 動 

＜耕地整備・栽培技術＞ 

1-1 対象地域の天水稲作生産の現状を把握する。 

1-2 モデル地区を選定する。 

1-3 現行の天水稲作行技術を把握する。 

1-4 耕地整備技術を改善する。 

1-5 稲作方法を改善する。 

1-6 改良天水稲作生産方法の技術マニュアルを作成する。 

＜営農＞ 

2-1 対象地区のコメ生産、加工及びマーケティング・グループを強化する。（農家経営） 

2-2 農家及び農民グループの営農能力を改善する。（農家及び農家グループのクレジット・

インカインドへのアクセスを改善を含む）（農家経営） 

2-3 農家及び農家グループの収穫後処理及びマーケティング能力を改善する。（営農支援シ

ステム） 

2-4 営農支援システムの指針とマニュアルを作成する。（営農支援システム） 

＜普及＞ 

3-1 州職員、県職員、コンタクト農家及びキー農家対象の研修を実施する。 

3-2 プロジェクト対象地域の稲作普及システムを改善する。 

3-3 モデル地区で普及方法を検証する。 

3-4 拠点地区で普及方法を改善する。 

3-5 稲作普及の指針とマニュアルを作成する。 

 

３－１－５ 実施期間 

2009 年 7 月～2014 年 7 月 
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３－１－６ 対象地域 

アシャンティ州 4（5）郡（Adansi South 郡、Ahafo Ano North 郡、Atwima Mponua 郡、Asante 

Akim North 郡/Asante Akim Central 郡）及びノーザン州 3（4）郡（Tamale Metro/Sagnarigu 郡、

East Gonja 郡、West Mamprusi 郡）（※プロジェクト実施期間中に行政区分が変更となり、各州

対象郡のうちそれぞれ 1 郡が 2 郡に分割されたため、対象地域は案件開始時のアシャンティ州

4 郡及びノーザン州 3 郡の計 7 郡から、アシャンティ州 5 郡及びノーザン州 4 郡の計 9 郡とな

った） 

 

３－１－７ 協力分野 

耕地整備、栽培技術、普及、営農（長期専門家派遣）及び収穫後処理、マーケティング等（短

期専門家派遣） 

 

３－２ ガーナ側実施体制 

本プロジェクトでは、コメを含む作物の天水栽培全般における農業技術指導・普及を所管する

食糧農業省（MoFA）の作物サービス局（Directorate of Crop Service：DCS）をカウンターパート

（C/P）機関とし、アシャンティ州及びノーザン州の州農業開発ユニット〔州農業事務所（Regional 

Agriculture Development Unit：RADU）〕の州農業局長をプロジェクトマネジャーとして配置、州

のスケジュールオフィサーがプロジェクトの直接的な運営を担当した。なお、各郡（District）に

おいては、郡農業技術者（District Agriculture Officer：DAO）と技術支援を実施する郡開発オフィ

サー（District Development Officer：DDO）並びに農業普及員（Agricultural Extension Officer：AEA）

がグループ農家（Group Farmer：GF）との直接的な窓口として技術支援にあたった。 

なお MoFA は、2010 年以降のプロジェクト期間全般を通じて、ノンプロ資金協力あるいは貧困

農民支援無償資金協力（2KR）の見返り資金を利用したガーナ政府のカウンターパートファンド

としてプロジェクト実施にあたるローカルコストを負担した。 
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第４章第４章第４章第４章    プロジェクトの実績と達成状況プロジェクトの実績と達成状況プロジェクトの実績と達成状況プロジェクトの実績と達成状況 

 

４－１ 投入実績 

表４－１ 日本側投入実績 

項 目 内 容 

長期専門家 

175 人月 

・チーフアドバイザー/稲作栽培、耕地整備、栽培技術、普及、営農支援、

プロジェクト運営管理、業務調整 

短期専門家 

16.5 人月 

・農家経営、参加型農村社会調査手法、マーケティング、ポストハーベス

ト技術、普及計画、トラクター利用改善、営農支援等 

本邦もしくは第

三国での研修 

累計 64 名〔日本、ブルキナファソ、ウガンダ共和国（以下、「ウガンダ」

と記す）〕 

機材供与 

累計 40 万 5,739GHS 

・プロジェクト活動に必要な機材（フィールドで利用する資機材：車輌、

バイク、収穫後処理用機材、調査セット、精米機等、事務機器等：エア

コン、コピー機、パソコン、カメラなど） 

ローカルコスト 174 万 9,488GHS（2013 年第 3 四半期までの実績） 

注：ローカルコストを除き、2014 年 1 月時点の実績 

 

表４－２ ガーナ側投入実績 

項 目 内 容 

C/P 配置 
計 29 名（延べ人数） 

現在は 21 名が従事する。 

施設・機材 アシャンティ州・ノーザン州プロジェクトオフィス、機材置場 

ローカルコスト 129 万 880GHS（2013 年末までの実績） 

注：ローカルコストを除き、2014 年 1 月時点の実績 

 

４－２ 成果の達成状況 

* 本終了時評価においては、2013 年 2 月のステアリング・コミッティーで承認された PDM に

基づいて達成状況を検証した。 

* 達成度については、「高い」「おおむね高い」「中程度」「やや低い」「低い」の 5 段階とした。 

    

2012 年 2 月に行われた中間レビューにおいて、プロジェクトは調査団より、技術の類型化、営

農支援を通じた収益性の確認、普及手法と教材の整理充実、研修マテリアルのビジュアル化、プ

ロジェクトの進捗モニタリング評価の強化、積極的な広報の実践、出口戦略の検討、地方分権化

に関する視点などの点に関する指摘を受けたが、プロジェクトによる中間レビュー以降のこれら

指摘への対応は以下のとおりであった。 

技術の類型化については中間レビューの技術評価で既に分類のとおり、栽培技術について、種
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子準備、作付け、施肥、除草、圃場管理、収穫のそれぞれの技術カテゴリーに即して類型化が進

められた。特に類型化の重要な要素である移植と直播に加え、耕地整備に関しても、それぞれの

環境に適した技術となるよう類型化が進められた。 

営農支援を通じた収益性の確認に関しては、プロジェクト対象地域 2 郡においてコメ品質改善

フォーラムが設置され、バリューチェーン形成による収益モデルづくりに対する取り組みが行わ

れた。担当する専門家の予期せぬ帰国やその後の専門家派遣の遅延により、フォーラム形成に関

する活動は停滞した。このためプロジェクトでは活動の最終段階において農家の収入向上に係る

アプローチをコメ品質改善フォーラムからプロジェクトチームによる農家への直接のマーケテ

ィング支援へと変更し、農家の能力強化が図られることとなった。 

普及手法と教材に関しては、プロジェクト活動を通じて実践された普及のプロセスは指導者研

修、合同研修、オンサイト研修及びフィールドトリップの 4 段階に整理され、その具体的な内容

はカテゴリー分けされ、具体的な活用方法が分かりやすく整理されたうえで相手側に提供された。 

研修マテリアルのビジュアル化に関しては、プロジェクトは写真や絵を使った教材を積極的に

取り入れ活用してきた。あわせて普及ビデオなども作成し普及員が分かりやすい指導ができるよ

う作業を進めており、これらはプロジェクトの成果品の中にも十分に反映されている。 

活動の進捗モニタリングや評価の体制としては、プロジェクトでは州のカウンターパートを中

心に、各郡の巡回指導並びに農家とのミーティングを通じたモニタリングを実施するとともに、

四半期ごとのレビューミーティングを定例化し、モニタリングの結果をもとに、普及員に不足し

ている技術のフォローアップ研修等を実施してきた。 

プロジェクトでは、その成果を広く波及させるための戦略の一環としての広報への取り組みを

積極的に行ってきており、JICA ガーナ事務所や本部をベースとしたニュースレターや展示、PR

のほか、ガーナ各地域で行われるイベントにも積極的に参加し、プロジェクトの成果は新聞やウ

ェブサイト等のメディアを通じて紹介された。 

出口戦略については、ガーナ側のイニシアティブの下で、現行プロジェクトの成果の活用とア

ップスケールを焦点とし、ここでは改良技術パッケージ、営農、普及の 3 コンポーネントに加え、

地方分権化によって今後公共サービスの中心的役割を担うことになる郡の行政官のキャパシテ

ィディベロップメントを 4 つ目のコンポーネントとする戦略書が策定されており、今後の具体的

な進展が期待されている。 

地方分権化に関する視点に関しては、プロジェクト終了の１年半前よりガーナ財務省から郡レ

ベルの地方自治体に対し直接予算が支出されるようになっており、予算措置の遅延や計画執行が

できないなどの課題はみられるものの、プロジェクトもこうした方向性を常に意識してプロジェ

クト活動を地方政府予算と連携させるべく活動が実施された。 

これらプロジェクトの取り組みを踏まえ、終了時評価における成果の達成状況は以下のとおり

となった。 

    

（1）成果 1：天水稲作の改良技術パッケージが確立される 

＜指 標＞ 

指標 a.  モデル地区のトライアル・プロットの平均単収が、アシャンティ州で 4.0t/ha 以上

に、ノーザン州で 3.0t/ha 以上に達する。またプライオリティサイトのデモ・プロ

ットにおける平均収量が各郡の平均単収以上に増加する。 
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指標 b.  モデル地区において、推奨技術を活用して生産されるコメの品質が改善される

（優良品種の選定や種子採取技術の向上など）。 

指標 c.  改良技術パッケージのマニュアルが作成され、関係者及び関係機関に配布される。 

 

成果 1 の達成度は「高い」と判断できる。 

    

プロジェクトが提示・推奨してきた技術は技術パッケージとして広く農民に受け入れられ

ており、既に大幅な生産増の効果がみられる。指標 1a の平均収量比較の結果は表 4-3 のとお

りであり、トライアル・プロット並びにデモ・プロット

1
のいずれにおいても指標が設定した

目標数値を超える数値を示している。 

 

表４－３ トライアル・プロットの平均収量（t/ha） 

州 目標値 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 

アシャンティ 4.0 4.5 5.6 5.4 6.6 

ノーザン 3.0 3.3 3.6 3.7 3.9 

* 2013 年は暫定値 

出所：プロジェクト 

 

表４－４ デモ・プロットの平均収量（t/ha） 

州 郡 郡平均 2012 年 2013 年 

アシャンティ 

Ahafo AnoNorth 2.8 4.9 6.0 

Atwima Mponua 2.6 5.5 5.2 

Adansi South 2.5 3.0 4.8 

Asante Akim Central 2.6 
4.3 

6.5 

Asante Akim North 3.2 4.8 

ノーザン 

Tamale Metro 
2.4 2.6 

2.7 

Sagnerugu 2.6 

West Mamprusi 2.5 3.2 3.8 

East Gonja 2.3 2.9 2.6* 

* 2013 年の East Gonja は暫定値 

出所：プロジェクト 

 

指標 1b のコメの品質については、採用した種子の質や収穫後処理の技術が向上したこと

により、プロジェクト参加農家が生産するコメはプロジェクト開始前と比較して大きく改善

したことが確認できる。これは、プロジェクト農家を対象とする現地精米業者からのヒアリ

ングにおいても、夾雑物の減少により対象農家と非対象農家とでは同じ精米所による精米で

                                                        
1
 トライアル・プロットとはプロジェクトが対象コミュニティで最初に技術移転を行う圃場であり、展示圃場としての性格を

有する。技術及び必要な資材について、プロジェクト側が比較的厚い支援を行う圃場といえる。一方、デモ・プロットは、

トライアル・プロットで見聞した技術を農家自らが導入する圃場であり、農家（グループ）自身の裁量がより問われる圃場

といえる。 
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も精白後の白米価格が異なっていることや、精米機の破損が減少したことなどからも証明さ

れる。プロジェクトでは、デモ・プロット農家に対して初回時のコメ生産の際には認定種子

を供与したが、その後は農家自らが種子生産を行う仕組みとした。複数回にわたる研修や

折々での指導を通して、現在多くの農家は一定レベルの質を備えた種子を自ら生産できるよ

うになっている（基本的にはプロジェクト推奨の Jasmin85 を生産している）。 

指標 1c の改良技術マニュアルについては、終了時評価の段階ではドラフトの取りまとめ

が終わっており、プロジェクト終了までに普及ガイドラインを構成する一部としてまとめら

れる予定である。 

 

（2）成果 2：天水稲作における営農支援システムの改善策が明らかになる 

＜指 標＞ 

指標 a.  コメ品質改善フォーラムの設置とその成果 

指標 b． 個別プロットの情況をもとに栽培暦が導入され、暦を活用したアクションプラン

が作成され、グループの承認を得る。 

指標 c.  313 の農家と 31 の農家グループの、稲作営農支援システムに関連したコメ付加価

値化に関する活動 

指標 d.  営農支援システム改善に関するマニュアルが作成され、関係者及び関係機関に配

布される。 

   

成果 2 の達成状況は「中程度」と判断される。 

    

プロジェクト対象農家では、栽培暦の導入やアクションプランの活用が進んでおり、営農

支援システムに係る活動は一定の進捗をみせている。また、コメ生産に関してコスト意識を

もち始めた農家も増えてきており、営農に関する各種研修の成果がみえ始めている。 

他方、コメ品質改善フォーラムの設置及び本格的な活動は遅れている。これは後述のとお

り、営農担当の長期専門家派遣が大幅に遅れたことによる部分が大きい。現時点までの取り

組みについては表 4-5 のとおりであるが、現在は短期専門家によってフォーラムの役割や今

後の狙いについて改めて検討する状況にある。 

加えて、営農支援分野の活動として営農手帳をアシャンティ州の農家を中心に配布したが、

これまでのところ手帳の活用度は芳しくない。これは手帳の求める内容がやや複雑に過ぎた

ことがひとつの要因と考えられる。この点についても、現在、短期専門家によって改訂が進

められている。 

これまでフォーラムに関して進められてきた活動実績は表 4-5 のとおりである。 
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表４－５ コメ品質改善フォーラムに係る進捗 

州 郡 進 捗 

アシャンティ Ahafo Ano North 

・ 合計 78 名のメンバーでフォーラム設立（農家や

精米業者、仲買人等から成る） 

・ 18 のサブ・グループを構成 

・ フォーラム内のルール・目標策定 

＊ルール～～フォーラムメンバーの生産するコ

メの品質を保持すること、販売量目標の設定、運

搬手段の調整 

・ 今後の予定： 

＊フォーラムの役割再定義など 

ノーザン 
> Tamale 

> West Mamprusi 

・ 意識啓発ミーティングの実施 

・ フォーラムの正式設置のための準備推進 

 

指標 2b が示す栽培暦及びアクションプランについては、2013 年にはすべてのトライアル・

プロット及びデモ・プロットにおいて作成され、グループとして承認、利用されている。 

指標 2c について、収穫後処理技術に係る研修が表 4-6 のとおり複数回実施された。これら

研修の成果は参加農家が生産するコメの品質向上として発現している。 

 

表４－６ 収穫後処理技術に係る研修数及び参加者数（2013 年） 

 研修数 研修参加者数 

アシャンティ 61 540 

ノーザン* 73 1,291 

* ノーザン州における収穫後処理技術研修はコメ栽培研修の一環として実施している。 

出所：プロジェクトデータ 

 

指標 2d の営農支援マニュアルについては、プロジェクト終了までに普及ガイドラインを

構成する一部としてまとめられる予定である。 

    

（3）成果 3：持続的天水稲作開発のための普及方法が確立される 

＜指 標＞ 

指標 a.  普及に係る農家、農業関係者、郡関係者に対し、5 種の研修について、それぞれ

指導者研修 2 回、ガイダンス 1 回、フォローアップ研修 1 回、現場研修（耕地整

備 2 回）、現場研修（稲作技術 4 回）が郡ごとに、合計 55 名の普及員、18 郡農業

担当者並びに 1,500 名の農家に対して実施される。 

指標 b.  対象 7 郡で年間稲作普及計画に従って、普及活動、モニタリング及び評価の事業

サイクルが実施されている。 

指標 c.  稲作普及の指針とマニュアルが作成され、関係者及び関係機関に配布される。 

    

成果 3 の達成状況は「おおむね高い」と判断できる。 
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プロジェクトは指導者研修、ガイダンス、フォローアップ研修、現場研修といった各段階

を踏む「カスケード方式」による技術研修を採用した。このカスケード方式を採用すること

によって、州/郡関係者、普及員、さらには農家も複数回の研修を受講するとともに、自らが

講師として教える立場を繰り返した。これらの反復研修は、上記関係者の知識、技術の定着

を促す効果を生んだといえる。 

他方で、今般の成果 3 に係る普及活動においては、いつ、何の技術を、どの程度、どこで

実施/普及するかといった、プロジェクト全体を俯瞰した大枠の普及方針・普及計画が専門家、

カウンターパート間で明確に認識されないまま活動が進んできた面がある。そのため、例え

ば郡普及計画では目標値こそ、さまざまな側面で設定されたものの、郡レベルにおいて、ど

のようなステップで活動を推進していくべきか、普及員にとって判然としてこなかった面も

みられる。 

また、普及ガイドラインの作成も当初のスケジュールに比して遅れているため、今後早急

にガイドラインの完成に向けた作業を進める必要がある。 

    

指標 3a の研修実績は表 4-7、表 4-8 のとおりであり、指標の求める研修回数を上回ってい

る。 

 

表４－７ アシャンティ州における研修実績 

年 研修名 研修数 

参加者数 

州/郡関係者・ 

普及員 
農家 

2013 

指導者研修 3 30 - 

合同研修（ガイダンス） 15 96 - 

フォローアップ研修 1 6 - 

現場研修 786 969 8,550 

 耕地 164 225 1,857 

 コメ栽培 496 572 5,396 

 その他 126 172 1,297 

2012 

指導者研修 1 12 - 

合同研修（ガイダンス） 5 73 - 

フォローアップ研修 2 17 - 

現場研修 29 166 720 

 耕地 15 83 361 

 コメ栽培 6 37 141 

 その他 8 46 218 

出所：プロジェクトデータ 

 

  



 

－13－ 

表４－８ ノーザン州における研修実績 

年 研修名 研修数 

参加者数 

州/郡関係者・ 

普及員 
農家 

2013 

指導者研修 3 36 - 

合同研修（ガイダンス） 9 121 - 

現場研修 87 261 412 

 耕地 14 35 252 

 コメ栽培 73 226 1,291 

2012 

指導者研修 1 9 - 

合同研修（ガイダンス） 1 28 - 

現場研修 24 135 813 

 耕地 9 54 333 

 コメ栽培 11 61 353 

 その他 4 20 127 

* ノーザン州の合同研修はフォローアップ研修の内容を含めて実施した。 

出所：プロジェクトデータ 

 

指標 3b の年間稲作普及計画はすべての対象郡で 2012 年に策定され、2013 年度から実施に

移行した。同計画は全郡で一様のフォーマットを採用し、各種の目標数値について 2018 年

までの各年目標を掲げている（例えば対象コミュニティ数、平均収量、技術被支援者数、技

術受入割合等）。現在、プロジェクトは普及員がモニタリングしてきた 2013 年分データを収

集整理している。 

指標 3c の稲作普及ガイドラインについては、プロジェクト終了までに栽培技術や営農支

援分野と合わせてまとめられる予定である。ただし、現在ガイドラインの作成はやや遅れて

いるため、早急に作業を進め、ガイドラインの有効性を検証する時間を確保するべく、2014

年 4 月（稲作シーズン開始）前にドラフトは完成させる必要がある。 

 

４－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標： 対象地域において「持続的天水稲作開発モデル」の普及が促進される 

＜指 標＞ 

指標 a.  1,000 戸以上の農家が持続的天水稲作開発モデルの推奨技術を活用する。 

指標 b.  対象郡の稲作普及活動計画を基本としてアシャンティ州及びノーザン州の稲作普

及事業実施計画案が作成される。 

指標 c.  技術パッケージ、営農支援システム及び普及のすべてのマニュアルを編集して「持

続的天水低地稲作開発モデル」として取りまとめ、関係者に配布する。 

    

プロジェクト目標はプロジェクト完了時までに達成される見込みが高く、現在の達成度は

「おおむね高い」と評価できる。 

コメ栽培に係る改良技術パッケージ、営農支援システム、普及方法の 3 分野から成る「持
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続的天水稲作開発モデル」は完成に向けて作業が進められている。特に改良技術パッケージ

は参加農家に広く受け入れられており、コメ生産量の増大という形で効果が現れている。3

分野のなかでは営農支援システムにおいて、やや進捗の遅れがみえるが、現在活動の方向性

に関する見直しや調整作業（特にコメ品質改善フォーラム及び営農手帳など）も随時進めら

れており、プロジェクト終了までには達成度を高めることは可能と考えられる。 

    

指標 a に関して、多くの農家がプロジェクトの推奨技術を受け入れている。表 4－9 に推

奨技術を 1 つ以上取り入れている農家数を示す。アシャンティ州ではプロジェクト参加農家

の 8 割以上、ノーザン州では 3 割以上がプロジェクト推奨技術を活用している。 

 

表４－９ 推奨技術を活用している農家数 

州 農 家 2011 年 2012 年 2013 年 

アシャンティ 

プロジェクト参加農家 240 835 1,396 

うち技術活用農家 121 609 1,164 

活用農家の比率 50.4％ 72.9％ 83.4％ 

ノーザン 

プロジェクト参加農家 180 662 825 

うち技術活用農家 30 87 302 

活用農家の比率 16.7％ 13.1％ 36.6％ 

出所：プロジェクトデータ（専門家のプロジェクト対象郡を対象にした聞き取り結果による） 

 

指標 b については、郡レベルでの普及計画が既に対象郡で作成済みであり、今後はこれら

郡レベルでの計画を基礎としながら、州全体としての計画を作成することとなる。プロジェ

クトでは既に計画骨子が作成済みであり、今後さらに詳細な年間計画や目標数値の設定など

を行うこととなる。 

 

指標 c については、技術パッケージや営農支援システムの内容を含めて普及ガイドライン

として作成することが計画されており、プロジェクト終了までには完成する見込みである

（本指標は実質的に成果 c の指標と同様。進捗状況については成果 3 参照）。 

 

４－４ 上位目標の達成見込み 

上位目標：  対象地域における天水稲作の生産性及び収益性が向上する 

＜指 標＞ 

1.  「持続的天水稲作開発モデル」の奨励技術を実践した農家による天水低地稲作の平均

単収がアシャンティ州で 4.0t/ha 以上並びにノーザン州で 3.0t/ha 以上に達する。 

2.  「持続的天水稲作開発モデル」を適用する地区で天水低地稲作による農家収入が増加

する。 

    

上位目標が達成される見込みは十分にある。 
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終了時評価時点において、アシャンティ州及びノーザン州におけるデモ・プロット農家の平均

単収は既に良好な結果を示しており、アシャンティ州に関しては既に対象全郡の収量が 4t/ha を

超えている。ノーザン州についても 4 郡のうち 1 郡で既に 3t/ha を超えており、その他 3 郡でも

2.6～2.7t/ha 程度と極めて目標値に近くなっている。 

他方、現場におけるヒアリングから、生活の水準が向上した、子どもをより良い学校に通わせ

ることができるようになった、住宅の増改築ができた、バイクを新たに購入することができたな

どの声が聞かれ、農家収入についてもプロジェクト参加農家の多くは収入増を経験しており、今

後もモデルの適用によるコメ生産の増大、ひいては収入増という流れはほぼ確実に生じると推測

できる。 

このようなプロジェクト期間中の変化（平均単収の増加、農家収入の増加）が確認できること

に照らせば、プロジェクト終了から 3～5 年後にも同様の効果がみられるようになっている可能

性は十分高いと考えられる。 
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第５章第５章第５章第５章    評価結果評価結果評価結果評価結果 

 

５－１ 評価 5 項目による評価 

５－１－１ 妥当性 

以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は「高い」。 

    

（1）ガーナ政府の政策・開発計画との整合性 

ガーナ農業セクターの根幹的な政策である第 2 次食糧・農業セクター開発政策

（FASDEPII）は、食糧安全保障及び貧困削減のために、5 つの主要作物の増産を掲げてお

り、コメはそれらの筆頭に位置づけられている

2
。また、同計画は貴重な外貨を節約するた

めに、国内消費の 50～60％を輸入に頼っているコメの国内生産を増大させることが必要で

ある旨を述べている。さらに、FASDEPII の中期目標に該当する中期農業セクター投資計

画 2009～2015 年（METASIP）においても、コメ生産の重要性が示されており、具体的に

は「小規模農家の農業技術改善を通して、2015 年までに生産量を 50％増とする」との目

標を掲げている。 

このように現在のガーナにおいてコメ生産は農業政策の重要なコンポーネントとして

位置づけられており、本プロジェクトがめざす天水稲作の普及促進は、同国の政策・開発

計画に整合した取り組みと判断できる。 

 

（2）日本政府の支援政策との整合性 

日本の対ガーナ国別援助方針（平成 24 年）では、援助重点分野として「農業（稲作）」

支援を掲げており、具体的に「基幹産業である農業の振興を支援するため、わが国が知見

を有する稲作に重点を置いて、小規模農民の生産性・収益性の向上や稲作技術の普及体制

強化を支援する」としている。 

また、対ガーナ事業展開計画（平成 24 年 12 月版）においても、「農業・農村振興」を

開発課題として掲げ、「稲作振興を協力の主要要素と捉え、①農地整備・灌漑排水施設整

備などの総合的な農業生産基盤強化、②基礎的な栽培技術及び農家レベルの収穫後処理の

改善、③営農支援体制整備及びその普及に向けた普及員や農民の能力開発・組織化への支

援に重点的に取り組む」こととしている。 

以上の点から、小規模農民を対象に天水稲作の促進を図る本プロジェクトは、日本の援

助計画に整合していると判断できる。 

 

（3）ニーズとの整合性 

1）食糧農業省（MoFA）のニーズ 

MoFA は国家政策である FASDEPII や METASIP が掲げる米生産増を達成するため、生

産性を高めるための効果的な技術や普及方法を模索していた。特にガーナにおけるコメ

生産の約 8 割は天水に頼っているため、天水稲作の生産性を高める取り組みは重視され

ていた。 

                                                        
2
 その他の4作物としてメイズ、ヤム、キャッサバ、ソルガムが挙げられている。 
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また、現在ガーナでは国内のコメ消費のうち約 50～60％が輸入米となっており、貴重

な外貨がコメの輸入に利用されている。そのため、コメは「Political Crop」ともいわれ

ており、国内生産を増大させることにより外貨の流出を低減させたいとの政府の意向も

あった。 

以上のことから、国内のコメ生産増に貢献する本プロジェクトは MoFA のニーズに極

めて整合した取り組みと判断できる。 

 

2）普及員のニーズ 

本プロジェクトを実施する以前、多くの普及員にとってコメ生産に関する研修を受け

る機会は極めて限られていた。特に普及員として業務に着任したあとは、リフレッシ

ュ・トレーニング等の機会は基本的になく、唯一海外ドナープロジェクトによる散発的

な研修に限られる状況にあった。そのため、普及員に体系的な研修を提供し、能力向上

を促す本プロジェクトは普及員のニーズに整合していたといえる。 

 

（4）プロジェクト対象地選定の適切性 

本プロジェクトではアシャンティ州並びにノーザン州の 2 州をプロジェクト対象州とし

て選定した。この選定は適切と評価できる。 

ノーザン州はガーナ最大のコメ生産州であり、同州においてコメ生産を増大させること

は国内のコメ生産増に直接結びつくものである。また、同州でのモデル適用に係る成功事

例は、同様の気候・土地条件を有する、北部の他州にも普及していくことを期待できる。 

一方、アシャンティ州はノーザン州に比べて、水の豊富な地域であり、コメ栽培をさら

に発展させる可能性を有した地域である。同州での取り組みについても、類似した自然条

件を有した近隣地域へ拡大普及していくことが可能である。 

 

（5）日本の技術の優位性 

日本にはコメ栽培に係る改善技術について長年の経験が豊富に蓄積されている。本プロ

ジェクトでは例えば、畦の構築や塩水を使用した種子選別、分割施肥、優良種子生産等々

の経験知を有効に活用してきた。 

また、日本は多くの国々においてコメ栽培に係る技術支援を数多く実施してきた経験も

有している。これら技術移転の観点からの各種経験・教訓も、本プロジェクトでは有効に

活用しており、日本の技術の優位性が発揮されたと判断できる。 

 

５－１－２ 有効性 

以下の理由から、本プロジェクトの目標達成度は「おおむね高い」といえる。 

    

（1）プロジェクト目標及び成果の達成度 

本プロジェクトの目標及び成果は、達成に向けて徐々に実績を積み重ねている。特に改

善技術パッケージの有効性は高く、プロジェクト対象地では大幅なコメの生産性向上や品

質の向上がみられる。本プロジェクトのこうした成果は、AFD（フランス）など、プロジ

ェクト対象地域でコメ生産に対する支援を行っている他ドナーの活動とも、末端レベルで
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の技術浸透による波及効果が生じており、今後の具体的な発展が期待されている。営農支

援において、やや進捗の遅れはみえるが、プロジェクトが生み出した成果は対象地域の農

民に改良技術パッケージを主体的に活用したいという意欲を生じさせつつあり、基本的に

はプロジェクト終了時までにはプロジェクトのめざす所期の成果を達成できると考えら

れる。 

 

（2）プロジェクト目標・成果達成に係る貢献要因 

本プロジェクトの目標・成果達成における貢献要因として、特に以下の 3 点が挙げられ

る。 

 

1）専任カウンターパートの配置 

本プロジェクトではアシャンティ、ノーザンの両州において、日本人専門家の個別分

野にそれぞれ対応するカウンターパートを配置した。カウンターパートは本プロジェク

ト専任として配置されたため、プロジェクト業務に集中して取り組むことができた。こ

の州カウンターパートの配置によって、プロジェクトの運営は非常に円滑になったとい

える。 

 

2）カウンターパートファンドの確保 

日本の見返り資金を活用したカウンターパートファンドが、日本側及びガーナ側との

調整を経て、2010 年から充当され始めた。ファンドが確保されたことにより、ガーナ側

カウンターパートの現場活動は著しく円滑になった。特に、普及員の活動経費を支援で

きた点は、プロジェクトの現場での活動を促進させる効果があった。 

 

3）本邦研修及び第三国研修の効果 

本邦研修及び第三国研修は、カウンターパートが他国でのグッド・プラクティスを直

に見聞する貴重な機会を提供した。研修の効果はカウンターパートの知見蓄積に貢献し

たばかりでなく、プロジェクトへの参加意識をさらに高める効果もみられた。 

 

（3）プロジェクト目標・成果達成に係る阻害要因 

営農支援分野の長期専門家の派遣が遅延したため、成果 2「営農支援システム改善」の

進捗に影響が及んだ。 

 

５－１－３ 効率性 

本プロジェクトのアウトプットは適切に算出されている。また、活動並びに投入は、成果達

成に際して適切であった。このため、プロジェクトの効率性は「高い」。 

    

（1）人的投入（日本側） 

営農支援分野に係る長期専門家の投入が計画に比して大幅に遅延した。プロジェクト開

始当初から約 2 年半は同分野の長期専門家が不在であったため、成果 2 の営農支援に係る

各種活動は全体的に遅延傾向が続いてきた。今般の評価においても成果 2 の達成度が他の
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成果に比してやや低い理由は、長期専門家の不在による活動の遅れが影響したことも挙げ

られる。 

ただし、現在、プロジェクトでは短期専門家の投入を行い、進捗に遅れがみえる品質米

改善フォーラム活動の見直しや営農手帳の改善など、成果達成度の向上に向けた活動が積

極的に行われている。 

 

（2）人的投入（ガーナ側） 

ガーナ側は上述のとおり専任カウンターパートを州事務所に配置した。また、郡レベル

においてもプロジェクトに参加する普及員や農業担当者をカウンターパートとして特定、

配置した。全体的にガーナ側の人的投入は適切に行われたと評価できる。 

 

（3）物的投入 

本プロジェクトの物的投入は車輌のほかコメ生産に必要な各種資機材等に限定されて

おり、成果達成に際して適切な投入であった。 

 

（4）ローカルコスト負担 

ガーナ側は日本の見返り資金を利用したカウンターパートファンドを確保し、プロジェ

クトの活動経費を日本とともに負担した。ただし、ガーナ側の支出は折々で遅延すること

があったため、研修活動などスケジュールの再調整が求められるケースもたびたびみられ

た。 

 

（5）本邦研修・第三国研修 

本プロジェクトで実施した海外（本邦・第三国）研修は非常に効果的であり、稲作や普

及手法のみならず、コメ開発計画の策定やモニタリング手法についてカウンターパートが

学ぶ有益な機会となり成果の発現に貢献した。 

また、カウンターパートの一部が、日本で見聞した技術をプロジェクトで採用し始めた

例もみられる。具体的には、ワラの鋤混みと播種後除草剤処理の実施が挙げられるが、こ

の取り組みは一定の効果を上げることに成功した。そのため、成果品としてまとめられる

技術パッケージの教材としても本技術は採用される予定である。また、千歯扱きの有効性

を認識し、帰国後早速、地元の業者に試作品の作成を依頼するなどのアクションを取り始

めた例もある（終了時評価時点では試作品終了の状況）。 

 

（6）補完効果・重複の有無 

独立法人国際農林業研究センター（Japana International Research Center for Agriculture 

Sciences：JIRCAS）による「アフリカ稲作振興プロジェクト」が 2008 年から実施され、そ

のプロジェクトの一成果物として「稲作推進条件整備マニュアル」が策定された。本プロ

ジェクトでは同マニュアルの構成などを参考にしながら、普及マニュアルの作成に取りか

かっている。 

他方、本プロジェクトと非効率な重複を生じたプロジェクト等はみられない。 
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５－１－４ インパクト 

本プロジェクトによる上位目標達成の可能性は十分に見込まれる。 

    

（1）波及効果 

1）収入向上 

本プロジェクトの参加農家の家計収入が増大している。2013 年 11 月～12 月にかけて

実施された「営農インパクト調査」結果によれば、プロジェクトの参加農家と非参加の

間には表 5-1 のとおり、おおむね 2 倍程度の収入差が現れている。 

 

表５－１ プロジェクト参加農家及び非参加農家の収入及び生産性比較 

州 農家種別 
収入 コメ生産性 

GHS/acre kg/ha 

アシャンティ 
プロジェクト農家 1,956 4,695 

非プロジェクト農家 987 2,369 

ノーザン 
プロジェクト農家 705 2,693 

非プロジェクト農家 322 1,228 

注：プロジェクト農家、非農家ともに同コミュニティに居住する農家である。 

出所：営農インパクト調査（2013） 

 

また、本評価調査における現場実見において、参加農家に生じた経済的な変化として

以下のような事例が数多く挙げられた。 

① 子どもの教育費への支出を増やすことができた。 

② バイクを購入した。 

③ 新たな家を建てた/増築した/修繕した。 

④ 食糧の備蓄ができるようになり、安心した生活を送れるようになった。 

 

多くの場合、このように増大した収入部分は直接、生活環境を改善する用途に充てる

例が大半であるが、一部では将来を見据えた貯蓄活動などもみられる。代表的な事例と

してノーザン州の農家 4 グループがトラクターの共同購入を見据えた貯蓄を始めている。

このうちタマレの 1 グループは既に中古トラクターの購入に成功している。 

 

2）プロジェクト対象地域外への拡大 

a）RSSP 

ノーザン州で展開されているフランス支援プロジェクト「コメセクター支援プロジ

ェクト（Rice Sector Support Project：RSSP）
3
」の対象地において、本プロジェクトの

技術パッケージが導入され始めている。これは本プロジェクトに参加する普及員が、

自らの意思によって RSSP の対象地農民に、技術を指導し始めたことによる。これま

                                                        
3
 プロジェクトは北部、ボルタ、アッパーウエスト、アッパーイーストの4州を対象としており、2009年からの5年間、約1,731

万ユーロのプロジェクト規模。主たる目標成果は6,000haの稲作開発、クレジットアクセスの改善、農家、精米業者等への

トレーニング等から成る。 
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で、およそ 60 名程度の農家に技術が波及しており、特に条植えなどの技術が定着し

始めている（ノーザン州 West Mamprusi 郡）。 

 

b）近隣コミュニティ 

本プロジェクトの良好な評判はプロジェクト対象地の近隣に広く伝播し始めてい

る。プロジェクト対象地外の農民であっても、フィールドデーに参加したり、トライ

アル/デモ・プロットを日常的に目にしたりすることによって、プロジェクトの技術を

採り入れようと試みる農家が増えている。 

プロジェクトの農家のなかには、近隣コミュニティに技術指導を請われ、指導に行

った例も確認されている（Sanga, Sanerigu 郡、ノーザン州）。 

 

3）コミュニティでの変化 

プロジェクトの実施によって、コミュニティの意識にも変化が生じたことが報告され

ている。表 5-2 では、8 割以上の回答者が、プロジェクトの実施によってコミュニティ

内の結束が高まったと認識していることが分かる。 

 

表５－２ コミュニティに生じた意識の変化 

州/意識 結束・連帯感 精勤精神 友愛・平和 雇用 その他 合計 

アシャンティ 
回答数 21 2  3 1  0  27 

％ 78 7 11 4  0 100 

ノーザン 
回答数  9 0  0 0  2  11 

％ 82 0  0 0 18 100 

出所：営農インパクト調査（2013） 

 

５－１－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性は「中程度」である。 

    

（1）政策面 

現在の FASDEPII や METASIP に代表されるように、今後もガーナ政府がコメの国内増

産を政策目標として掲げることは、継続される可能性が高い。 

他方、本プロジェクト自体の持続性を政策的に支えるものとして、プロジェクト期間中

にガーナ側の MoFA 中央、地方関係者のイニシアティブによって作成された「出口戦略

（Exit Strategy）」が挙げられる。同戦略は本プロジェクトの展開を支えるための政策・戦

略としての機能を発揮することが期待されるものである。ただし、現時点ではまだ予算面

の裏付けがないため、あくまでも理想図としての位置づけにある。今後、ガーナ側の取り

組みによって、本戦略の具現化が期待されている。 

 

（2）組織面 

本プロジェクトの目標・成果の達成に大きく貢献した要因のひとつは、州レベルにおけ
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る専任カウンターパートの配置であった。今後、他郡に本プロジェクトの成果を波及させ

ていくためには、プロジェクト期間中と同様に本件に特化できる人員の配置が必要である。

現時点では、プロジェクト終了後の専任カウンターパートの人事は明確には決定されてい

ない。仮にカウンターパートが、プロジェクト実施前の部署・ポストに戻った場合は、コ

メ以外の作物も担当することが要求されるため、プロジェクト期間中のような集中した取

り組みは困難となる可能性もある。 

他方、郡レベルにおいては組織面での大きな懸念事項はない（郡レベルでは、プロジェ

クト期間中も現行の組織体制で業務を実施してきた）。なお、郡に所属する普及員につい

ては、その人数規模の観点からは管轄面積との比較においておおむね許容できる範囲と判

断できる。普及活動を左右するポイントは、むしろ人数の多寡ではなく、活動予算（バイ

クのためのガソリン代等）の有無にあると考えられる

4
。 

 

【参 考】 

例えば、アシャンティ州 Adanshi South 郡の普及員の担当規模は表 5-3 のとおりである。 

 

表５－３ 普及員の担当規模（Adanshi South 郡、アシャンティ州） 

（単位：人） 

普及員 コメ農家 非コメ農家 合計 

1 500  700 1,200 

2 800  500 1,300 

3 160 1,240 1,400 

4 350  300  650 

5 480 1,020 1,500 

出所：終了時評価団による普及員への聞き取り情報 

 

（3）技術面 

1）コメ生産 

本プロジェクトでは極力シンプルであり、かつ多大な投入を必要としない技術の導入

を進めてきた。州・郡のカウンターパートは、これまで既に多数の技術研修の講師役を

カウンターパート独力で実施してきている。これらの実績からも一連の技術は既に定着

しており、持続性は担保されていると判断できる。 

 

2）普 及 

上記のとおり、カウンターパートは指導者研修やフォローアップ研修、合同研修、現

場研修等々、多様な研修を自らの力で実施してきた。この過程で、研修実施にあたって

はどのようなプロセスが必要であるか、どのように参加者を招集するかといった知見及

び技術が蓄積されている。普及手順を円滑に実施するという観点において、カウンター

                                                        
4
 対象地での聞き取りでは、普及員のほぼすべてがバイクを有していた。普及員のバイク購入にあたってはMoFAからの補助

金が支給されるとのこと（終了時評価団の普及員からの聞き取り情報による）。 
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パートの技術的な持続性はほぼ担保されていると判断できる。 

 

3）営農支援 

上記の 2 分野に比して、営農支援に係る業務経験は蓄積がやや不足している。特に品

質米改善フォーラムに代表されるように、バリューチェーンに関する活動が遅延傾向に

あるため、今後同分野の活動を促進し、プロジェクト終了時までに持続性を確保するに

足るレベルに押し上げることが期待される。 

 

（4）財政面 

本プロジェクトの成果を波及させるにあたり、予算確保は最大の懸案事項であり、現時

点において確約された予算はない。 

なお、現在ガーナでは地方分権化が徐々に進展しており、今後郡の予算は中央政府から

直接交付される予定である。2013 年については、四半期のうち、第 1 四半期のみ、普及活

動に該当する予算が中央から直接交付された

5
。仮に地方分権化が順調に進展すれば、郡独

自で予算配分の重みづけを行うことができるため、持続性を高めることも期待できるが、

現時点で明確な見通しを立てるに足る情報はない。 

 

【参 考】 

参考として、本プロジェクト対象 2 郡での普及活動予算（給料及び資産関連の予算除く）

の推移を示す。総じて、①承認された予算と実績の乖離が大きいこと、②JICA を含め、単発

的なプロジェクトからの予算が全体実績の 15～40％を占めていること等が分かる。 

 

表５－４ アシャンティ州 Adanshi South 郡の普及活動予算と実績 

単位：GHS 

 2011 年 2012 年 2013 年 

予 算 88,855 116,910 161,570 

実 績 

ガーナ政府 40,190 20,011 22,136 

JICA 0 5,480 2,750 

RTIMP* 8,856 7,932 985 

計 49,046 33,423 25,871 

予算と実績の対比 55.1％ 28.5％ 16.0％ 

注：IFAD による Root and timber improvement and marketing project 

出所：Adanshi South 郡データ 

 

  

                                                        
5
 給与及び資産（建物や車輛、バイク等）に関する予算は、従来どおり、MoFAからの交付であった（2013年）。普及活動に該

当する予算とは、大半はガソリン代、普及イベント開催費等を指す。 
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表５－５ アシャンティ州 Ahafo Ano North 郡の普及活動予算と実績 

単位：GHS 

 2011 年 2012 年 2013 年 

予 算 122,765 164,209 318,000 

実 績 

ガーナ政府 NA 16,542 18,085 

JICA 0 3,000 3,225 

CARE Int’l 0 0 4,320 

計 NA 19,542 25,610 

予算と実績の対比 NA 11.9％ 8.0％ 

注：NGO のケアインターナショナルによるプログラム支援 

出所：Ahafo Ano North 郡データ 

 

５－２ 結 論 

合同評価チームは、プロジェクト目的及びアウトプットに関し、それぞれの指標に照らし合わ

せ、妥当性、有効性、効率性、インパクト及び持続性の評価 5 項目に従い評価を行った。その結

果、プロジェクトは 2009 年 7 月の開始以来、大きな進捗を遂げていることを確認した。 

プロジェクトは、ガーナ及び日本政府の政策枠組みと受益者ニーズに沿っており、プロジェク

トの実施体制や普及員並びに受益者の知識・技術に関する評価チームの評価結果は、2014 年 7 月

のプロジェクトの終了までにプロジェクト目的とアウトプットが基本的に達成されるであろう

ことを示している。その一方でプロジェクトを通じて策定されるコメ普及ガイドラインは 2014

年の作期の終了時までに検証を完了する必要がある。 

プロジェクトはまだ終了していないが、受益農家の収入増加とこれによる生活向上に反映され

る高収量の実現にみられるとおり、そのインパクトは多方面にわたって確認されており、本プロ

ジェクトの成果は、ガーナ側主導で策定された出口戦略の実施と、同じくガーナ側の人的資金的

手当ての自助努力により、プロジェクトを通じて能力強化が図られた人的資源の全面的な活用が

担保されれば、今後も持続され得るものと判断される。 
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第６章第６章第６章第６章    提言と教訓提言と教訓提言と教訓提言と教訓 

 

６－１ 提 言 

＜プロジェクト＞ 

（1）普及ガイドラインの最終化 

プロジェクトは、モデルが普及ガイドラインの中で示され、そこには改良技術パッケージ

と営農支援アプローチも含まれるというコンセプトを採用した。モデルの主な利用者は農民

に技術とアプローチを普及する役割を担う郡農業開発ユニット（DADU）である。この構造

はプロジェクトの目標を達成するために有用である。プロジェクトは普及ガイドラインを最

終化するとともに、次のコメの収穫期を迎える前に、その内容が DADU にとって活動の実施

に有用なものとなるようにする必要がある。 

 

（2）州レベルのコメ普及計画の最終化 

ターゲット郡のコメ普及計画は年を追うごとに開発され更新されてきている。州レベルに

おける技術的バックアップとモニタリングを担保するためには、州レベルにおけるコメ普及

計画を最終化することが不可欠である。アシャンティ、ノーザン両州における現行の州コメ

普及計画はドラフトの段階であるが、プロジェクトは、これらの計画を最終化させ、ステー

クホルダーから承認を得ることが求められる。 

 

（3）他のターゲット郡におけるコメバリューチェーンの強化改善 

プロジェクトは、最初の試みとしてノーザン州ではタマレの Sagnerigu 郡と West Mamprusi

郡、アシャンティ州では Ahafo Ano North 郡で品質米改良フォーラムをパイロットとして立

ち上げた。プロジェクトはこれらパイロット事業から得られた経験を統合、単純化し、その

プロセスを標準化することが必要である。またこれに続いて、同プロセスを他郡におけるバ

リューチェーン強化のために適用させていくことが必要である。 

 

（4）モデルの有効性の検証 

プロジェクトの最終的なアウトプットとしてのモデルは、2014 年の雨期を通じたモデルの

実施によってその有効性が検証されなければならないため、プロジェクトは 2014 年の雨期

が開始する以前にこれを策定する必要がある。 

 

＜ガーナ側＞ 

（5）出口戦略の実施 

食糧農業省（MoFA）によって策定された出口戦略に示されるような、稲作に関する農家

への支援が中長期にわたって実施される必要がある。合同評価チームは、ガーナ政府側が、

関係機関に必要とされるリソースを提供することによって、この具体的実施のための計画を

具現化するよう提言する。 
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（6）フォローアップ活動の実施 

プロジェクト及びガーナ側は、プロジェクト対象農家に対し 2014 年 7 月までに策定され

る予定の普及ガイドラインに基づきフォローアップ活動を実施する必要がある。活動の完了

は、普及ガイドラインの適応性を確認すると同時に、プロジェクトの良好な成果を保証する

こととなる。このために評価団はプロジェクトメンバーの専門家１名の任期を延長すること

を提言する。プロジェクト終了後に一連の活動が継続されるよう、ガーナ側は計画策定、必

要な予算及び人的資源の確保を行う必要がある。 

 

＜日本側＞ 

（7）後継案件の協力内容についての検討 

日本政府はガーナ政府より正式に天水稲作に関する後継技術協力案件の要請を受理して

いる。JICA はガーナ側と引き続き協議を行い、案件の枠組みを検討していく。他方で、出口

戦略はガーナ側関係機関によって実施されることが期待されているため、ガーナ食糧農業省

（MoFA）と JICA は後継案件の実施枠組みの中で、どのコンポーネントが次期プロジェクト

活動の対象となり得るのかについて明らかにしていく必要がある。 

 

（8）フォローアップ活動への支援 

2014 年 7 月までに作成される予定の普及ガイドラインに基づき、プロジェクトとガーナ政

府は協力してフォローアップ活動を実施していく必要がある。活動の完了は、普及ガイドラ

インの適応性を確認すると同時に、プロジェクトの良好な成果を保証するために非常に重要

である。このために評価団はプロジェクトメンバーの専門家１名の任期を延長することを提

言する。 

 

６－２ 教 訓 

本プロジェクトの成果は、天水稲作によるコメ増産とそれによってもたらされた具体的なイン

パクトにある。 

プロジェクト成功の要因のひとつに、経験を積んだ専門家の眼による導入技術の選抜が挙げら

れる。収量増加に直結すること、地域の環境に適していること、農家が受け入れ実践できること

などの要素を加味したうえで、例えば、アシャンティ州では条植えと育苗、移植（田植え）、ノ

ーザン州では水を堰き止めるための畦畔作りと条植えなどを普及した。 

灌漑稲作への支援に関して、JICA は組織的に、あるいは専門家は個人的にカウンターパートに

対し知識を蓄積してきた。これらを通じ培われた経験は、天水稲作の分野での技術の取捨選択に

貢献し、一般的な技術を効果的に組み合わせて取り入れることによって増産を実現可能とした。

ただし、成果の発現には専門家の経験と技量のみならず、相手側カウンターパートの積極的な関

与と貢献が不可欠であった。 

プロジェクトでは、普及された単品の技術に関しては試行錯誤が繰り返され、完成度の高い推

奨技術パッケージが出来上がったと思われる。一方で、普及ガイドライン完成の遅れから、検証

と普及の仕方やタイミングなどに関する教訓がプロジェクトの骨格となる「普及プロセスの開発」

に効果的、かつ効率的に生かされてきたかに関しては疑問が残る。こうした点においては、開始

初期の段階で現状と課題を明確にし、プロジェクトの方向性を関係者一同で共有することが重要
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である。 

 

６－３ （合同評価レポートへ未記載の事項）ジェンダーの視点の取り込み 

農村における女性の役割について、おそらく他のアフリカ諸国と大きな違いはみられないと思

われる。今回の簡単なインタビューにおいても、田植えや草取り、脱穀など女性が実施している

作業が少なくなかった。また、他のアフリカ諸国同様、集会の際には、女性の席順は多くの場合

後ろであった。今回の評価調査を通じ、プロジェクトへの聞き取りから、ジェンダーに関してほ

とんど手つかずの状態と言っても過言ではないことが判明した。プロジェクト全体が、コメの収

量増加という目標を達成しているため、今回の評価でジェンダーに関する具体的な課題を見つけ

たわけではないが、キリマンジャロの稲作案件、あるいはマダガスカルの稲作案件、ケニアの小

規模園芸農民組織強化計画プロジェクト（Smallholder Horticulture Empowerment and Promotion：

SHEP）同様、ジェンダー分野を取り入れることでさらに成果が上がり、定着することも考えら

れる。例えば、Ashanti 州の郡関係者は、政府の支援（インプットの補助金）がないと「天水」を

広げられない農家がほとんどで、グループとなり銀行から貸し付けを得られる一部農家は発展す

るだろう、と述べていた。収量増加で所得が上がったにもかかわらず、翌シーズンの投入材（イ

ンプット）が十分に用意できないのは、家計管理に問題があると考えられる。こうした状況にお

いては、上記 3 案件でジェンダー短期専門家が導入した家計研修が役に立つと考えられる。後継

案件の詳細計画策定調査を実施する際は、ジェンダーの視点を盛り込むことが重要といえる。 
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